2012年地方公務員給与等の決定に関する申入れ－8月10日

※この交渉情報は、ホームページ、機関紙、チラシ等には活用せず、内部意思統一用に止めてください。

　公務員連絡会地公部会は人事院勧告の取扱いをめぐり、8月10日、総務省給与能率推進室と交渉を行った。

交渉には、公務員連絡会地公部会からは、藤川事務局長、森事務局次長をはじめ各構成組合から幹事クラス交渉委員が参加し、総務省からは堀井給与能率推進室長、小岩課長補佐らが参加した。

交渉では、藤川事務局長が、堀井室長に要請書(別紙)を手交し、2012勧告を受けて今日の要請書を提出させていただくとして、以下の通り趣旨を説明した。

公務員連絡会は９日、総務大臣に対して人事院勧告に関わる要求書を提出しました。その中で、地方公務員の給与については、各自治体の労使交渉を尊重すること、財政上の措置を含め地方公務員への国家公務員給与削減の影響を遮断することを要請したところです。

本日は、総務大臣への要求を踏まえ、具体的な申入れを行いたい。

　国家公務員給与削減後、補正予算が組まれていないことから、地方公務給与費への財政上の措置が具体的に俎上にのぼっておりませんが、今後、臨時国会において12年度補正予算編成、及び13年度予算編成期には、給与削減を受けた地方公務員の給与関係費の取扱いが焦点の一つになってくると危惧しています。その際、この間の国会答弁においては、「財政上の措置を含め地方公務員への国家公務員給与削減の影響を遮断する」ことが明確にされており、その姿勢は政府全体のものであることから、いささかも揺るぎないようあらためて求めておきたい。

　また、ラスパイレス指数が例年公表されてきているが、そもそも国と地方では組織、機構、役職の構成が異なるにもかかわらず、ラスパイレス指数を用いて国と地方の給与水準を比較することは、この際止めて頂きたい。公表によって、地方公務員給与水準への要らぬ政治的、社会的な批判を招き、ひいてはそれが地方公務員への国家公務員給与削減の影響の遮断に深刻な影響を与えることになる。総務省としても、十分ご認識のこととは思うが重要な課題なのであらためて申入れをしておく。

２．として、55歳を超える職員の昇給、昇格時昇給額に係る見直しを人事院は勧告・報告を行ったが、各地方自治体での取扱いは、人事委員会の勧告・報告、労使交渉を通じた自主的な決着を尊重することを求めておきたい。

３．として、公営企業および技能労務職員の給与について一部自治体で極めて乱暴で一方的な手法で大幅は引き下げが強行されており、全国の自治体への波及を含めて憂慮すべき事態である。総務省としては、引き続き、当該職員に労働協約締結権が保障されており、十分な労使交渉、合意と納得の上で給与決定がなされるよう特段の対応をお願いしたい。

４．として、地方公務員の雇用と年金の確実な接続について、国の制度設計が遅れている状況もあり、検討が遅れている。地方公務員においては、来年の夏以降、この制度の該当職員が生まれることを十分に念頭において、われわれも含め地方自治体関係者とのしっかりとした合意形成のもと進めて頂きたい。また、本日の給与関係閣僚会議において、岡田副総理から高齢再任用の給与水準について検討を行うとの発言があったと聞いている。それを実行する場合は人事院が行うこととになると思うが、よろしくお願いしておきたい。

５．として、臨時・非常勤職員の任用や処遇改善に関わって、2009年4月に臨時・非常勤職員及び任期付短時間勤務職員の任用等について、とする通知が示された。その中では、特に、任用の際の勤務条件の明示及び休暇その他の勤務条件に関して留意すべき事項が具体的に示されている。しかし、現状は、任用根拠及び制度的位置づけが明示されていないばかりか、不明確なままの実態があること、任用にあたっての透明性の確保の課題がある。任用された本人が安心して職務に専念できるような処遇が確保されているとはいえない状態である。

住民の利益、すなわち質の高い行政サービスを市民に提供を実現するための処遇、任用となっていないと考える。質の高い公共サービスを市民に提供することを目的としているのが地方公務員法制の根幹の一つと理解しているが、臨時・非常勤職員に係る課題はその根幹を揺るがす事態であると考える。元々、法が想定している制度とはかい離した状態であることは、2009年の地方公務員の短時間勤務のあり方に関する研究会でも指摘されてきたが、以来、3年を経過しても、課題解決には程遠いという実態である。総務省として、わが国の行政サービスの質の向上をはかるという立場からも、覚悟を持ってこの問題の解決にのぞんで頂きたい。課題が大変重いことから8月末の回答だけで、納得がいけるものを求めるのは困難であると想定されることから、秋の公務員部長との交渉もあり、継続して議論する場を持っていただくことを要請しておきたい。

これに対して、堀井室長は、次の通り回答した。

　人事院勧告については、８日に勧告され、10日に第１回目の給与関係閣僚委会議が開催され、取扱いの検討が行われているところである。地方の場合には、一般的には、勧告の趣旨を踏まえてそれぞれの地方公共団体で決定することが基本である。

　この後、交渉に参加した幹事らがそれぞれ発言した。

（都市交）要請書の雇用と年金の接続についてであるが、国では再任用の義務化にむけた考えが明らかにされているところであるが、地方公営企業では、フルタイムの再任用を実現することは非常に厳しい。制度設計にあたっては、フルタイムを基本としつつも職場の実情を踏まえて、柔軟な制度設計が可能となるよう配慮をお願いしたい。また、退職手当の段階的引下げについては、地方の実情にあわせた措置が必要と考える。地方の場合は、年度末に退職者が集中するということを踏まえた対応をお願いしたい。

（自治労）ラスパイレス指数の公表については、国では特例減額が行われており、人事院も減額前と減額後の２つの較差を公表している。例年通りの公表が行われれば、事情を知らない人は誤解する。無用の誤解と混乱を避けるためにも公表は避けて欲しい。仮にどうしても公表せざるを得ない場合でも、誤解を生じないよう工夫してほしい。

（日教組）国家公務員の特例減額の影響を地方では遮断できるよう要請する。また、臨時・非常勤職員の処遇についてだが、学校職場にも多くの人がともに働いており、処遇の改善は大きな課題である。総務省としても是非知恵を発揮し、力を貸していただきたい。

　これらの発言の後、藤川事務局長からあらためて要請の趣旨に沿った回答を求めて、交渉を終了した。

（別紙）総務省への申入書

２０１２年８月１０日

総務大臣
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公務員連絡会地方公務員部会

議 長 　岡 﨑 　徹

2012年地方公務員給与等の決定に関する申入れ

　貴職の地方公務員の賃金・労働条件の改善に向けたご努力に敬意を表します。

　地方自治体においては、2005年度から2010年度の５年間で約7.5％の定員純減が行われ、一般行政部門で10％以上の純減が行われました。一方、少子高齢化や新たな行政ニーズ、事件・事故等への対応により地方自治体の役割が拡大し、業務量は増大しています。それに対して、地方公務員は職員が急減する中でも、それぞれの職場で懸命に努力を続けています。また、昨年３月に発生した東日本大震災からの一刻も早い復旧・復興をめざし、それぞれの持ち場で全力を挙げて取り組むとともに、高い使命感と責任をもって日々の職務に精励しています。
　しかし、2006年度以降の給与構造改革によって年間約6,000億円の人件費が削減され、半数以上の地方自治体で給与カットを実施、さらに、退職手当の大幅引下げに向けた政府方針が示されるなど、地方公務員の日頃の努力を踏みにじるような処遇の引下げが続いています。加えて、官製ワーキングプアと揶揄される臨時・非常勤職員の処遇改善・雇用安定に向けて、私どもからの切実な要求に対して、的確な施策が講じられてこなかったことは遺憾と言わざるを得ません。

　貴職におかれましては、自律的労使関係制度が施行されるまでの間、地方公務員の労働基本権の代償機能である人事委員会勧告制度が機能するよう、総務省として適切な対応をはかられるとともに、各地方自治体における給与決定に関わって国と同様の取扱いを求めることなく、地域の実情や労使間の十分な交渉・協議を通した自主的な給与決定を尊重するよう下記の通り要請します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１．地方公務員の給与決定について、地公法第24条３項の趣旨を踏まえた自治体の自己決定が尊重されるよう対応すること。特に、国家公務員の給与改定・臨時特例法に基づく臨時特例減額が地方公務員給与へ波及しないよう特段の対応を行うこと。

２．55歳を超える職員の昇給、昇格時昇給額に係る見直しについては、各地方自治体に対して国と同様の取扱いを求めることなく、各人事委員会の勧告・報告、労使交渉を通じた自主的な決定を尊重すること。

３．公営企業および技能労務職員の給与については、当該職員に労働協約締結権が保障されていることを踏まえ、労使交渉に基づく自主的・主体的決定を尊重すること。

　また、公民給与の比較をする場合においては、勤続年数、年齢などの給与決定要素をそろえ、同種・同等のもの同士の給与を比較すること。

４．地方公務員の雇用と年金の確実な接続と生活できる給与の確保を実現するため、国に遅れないよう制度設計を進めること。それにあたっては、地方公務員の実情を踏まえたものとなるよう地方公務員部会との十分な交渉・協議の場を設けること。

５．臨時・非常勤職員の任用や処遇改善に関わっては、以下の実現をはかること。

(1) パートタイム労働法の趣旨、労働契約法の改正の動向を十分踏まえた法整備等の実現をはかること。

(2) 勤務実態や勤務時間に着目して常勤の職員に該当すると見なされる臨時・非常勤職員には諸手当支給は違法ではないとした司法判断を尊重した対応を行うこと。

(3) 専門的な知識と、実務経験の積み重ねが必要とされる公共サービスに従事する臨時・非常勤職員について任用や処遇改善に関わって、「地方消費者行政の持続的な展開とさらなる充実・強化に向けた支援策についての建議」等で指摘されたことを参考にし、必要な対応を行うこと。

以上

